
   久喜市緊急中小企業・小規模事業者事業継続給付金給付事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、市内の事業

者に対して実施する久喜市緊急中小企業・小規模事業者事業継続給付金（以下

「給付金」という。）を給付する久喜市緊急中小企業・小規模事業者事業継続

給付金給付事業の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （給付対象者） 

第２条 給付金の給付の対象とする者は、法人にあっては別表第１に掲げる者と

し、個人にあっては別表第２に掲げる者とする。 

（欠格事項） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、

給付金を給付しない。 

 （１） 申請日において国が給付する持続化給付金の給付を受けた者又は申請

中である者 

 （２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第１３項

に規定する接客業務受託営業（性風俗関連特殊営業のうち店舗型性風俗特殊

営業に係るものに限る。）を行う事業者 

 （３） 政治団体 

 （４） 宗教上の組織又は団体 

（５） 久喜市暴力団排除条例（平成２５年久喜市条例第１６条）第２条第１

号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条例第３条第２

項に規定する暴力団関係者 

（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める者 

（給付額等） 

第４条 給付金の額は、法人にあっては２０万円、個人にあっては１５万円とす



る。 

２ 給付金の給付は、対象者１人につき１回限りとする。 

 （給付の申請） 

第５条 給付金の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、緊急

中小企業・小規模事業者事業継続給付金申請書兼請求書（様式第１号。以下

「申請書兼請求書」という。）に別表第１又は別表第２に規定する書類を添付

して、市長が別に定める日までに市長に提出するものとする。 

 （給付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定により提出された申請書兼請求書を受理したときは、

速やかにその内容を審査し、給付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により給付の決定をしたときは、申請者に対し給付金を

給付するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により給付金の給付をしないことを決定したときは、

緊急中小企業・小規模事業者事業継続給付金不給付決定通知書（様式第２号）

により申請者に通知するものとする。 

 （給付の決定の取消し） 

第７条 市長は、申請者が偽りその他不正の手段により給付金の給付を受けたと

きは、給付の決定を取り消すことができる。 

（給付金の返還） 

第８条 市長は、給付金の給付の決定を取り消した場合において、当該給付金が

給付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

 （調査等） 

第９条 市長は、給付金の給付を適正に行うため必要があるときは、申請者に対

して、報告させ、又は職員に関係帳簿、書類その他の物件を調査させることが

できる。 

 （その他） 



第１０条 この告示に定めるもののほか、久喜市緊急中小企業・小規模事業者事

業継続給付金給付事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 

別表第１（第２条、第５条関係） 

対象者 要件 申請時の添付書類 

一般対象

法人 

次に掲げる要件のいずれにも該当する法人 

（１） 久喜市中小企業・小規模企業振興基本条例

（平成２９年久喜市条例第１０号）第２条第２号

に規定する中小企業又は同条第３号に規定する小

規模企業（以下「中小企業等」という。）である

こと。 

（２） 令和元年（平成３１年）以前から売上高が

あり、今後も事業を継続する意思があること。 

（３） 令和２年１月から申請を行う日（以下「申

請日」という。）の属する月の前月までに、新型

コロナウイルス感染症の影響により、前年同月比

で売上高（新型コロナウイルス感染症対策とし

て、地方公共団体から休業要請に伴い給付される

協力金等の現金給付を除く。以下この表において

同じ。）が３０％以上５０％未満減少した月が存

在し、かつ、申請日までに売上高が５０％以上減

少した月がないこと。 

（４） 久喜市新規創業事業者応援給付金給付事業

実施要綱（令和２年久喜市告示第３１７号）の規

次に掲げる書類 

（１） 履歴事項全部証明書の写し 

（２） 法人名義の振込先口座の通帳

の写し 

（３） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（４） 令和元年（平成３１年）の全

ての月間売上高等が確認できる書類 

（５） その他市長が必要と認める書

類 



定による久喜市新規創業事業者応援給付金（以下

「新規創業事業者応援給付金」という。）の給付

を受けていないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

特例１対

象法人 

次に掲げる要件のいずれにも該当する法人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和元年（平成３１年）中に設立（合併及

び法人化も含む。以下「設立等」という。）をし

た法人で、今後も事業を継続する意思があるこ

と。 

（３） 令和２年１月から申請日の属する月の前月

までに、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、令和元年（平成３１年）の月平均（設立等を

した日の属する月を１か月とみなして計算した平

均とする。）の売上高と比較して、売上高が３

０％以上５０％未満減少した月が存在し、かつ、

申請日までに売上高が５０％以上減少した月がな

いこと。 

（４） 新規創業事業者応援給付金の給付を受けて

いないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

次に掲げる書類 

（１） 履歴事項全部証明書の写し 

（２） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（３） 設立等をした日以後の令和元

年（平成３１年）の全ての月間売上

高等が確認できる書類 

（４） 法人名義の振込先口座の通帳

の写し 

（５） その他市長が必要と認める書

類 

特例２対

象法人 

次に掲げる要件のいずれにも該当する法人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和２年中に合併した法人で、今後も事業

を継続する意思があること。 

次に掲げる書類 

（１） 履歴事項全部証明書の写し 

（２） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる



（３） 令和２年１月から申請日の属する月の前月

までに、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、前年同月の合併前の各法人の売上高の合計と

比較して、売上高が３０％以上５０％未満減少し

た月が存在し、かつ、申請日までに売上高が５

０％以上減少した月がないこと。 

（４） 新規創業事業者応援給付金の給付を受けて

いないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

書類 

（３） 合併前の各法人の令和元年

（平成３１年）の全ての月間売上高

等が確認できる書類 

（４） 法人名義の振込先口座の通帳

の写し 

（５） その他市長が必要と認める書

類 

特例３対

象法人 

次に掲げる要件のいずれにも該当する法人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和元年（平成３１年）以前から売上高が

あり、今後も事業を継続する意思があること。 

（３） 平成３０年又は令和元年（平成３１年）に

発生した災害の影響により売上高が減少している

こと。 

（４） 令和２年１月から申請日の属する月の前月

までに、罹
り

災した年の前年の同月と比較して、新

型コロナウイルス感染症の影響により売上高が３

０％以上５０％未満減少した月が存在し、かつ、

申請日までに売上高が５０％以上減少した月がな

いこと。 

（５） 新規創業事業者応援給付金の給付を受けて

いないこと。 

（６） 申請日において市税に滞納がないこと。 

次に掲げる書類 

（１） 履歴事項全部証明書の写し 

（２） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（３）罹災した年の前年の全ての月間

売上高等が確認できる書類 

（４） 法人名義の振込先口座の通帳

の写し 

（５） 罹災証明書等の写し（罹災し

た日が平成３０年１月から令和元年

１２月までの間であるものに限

る。） 

（６） その他市長が必要と認める書

類 



特例４対

象法人 

次に掲げる要件のいずれにも該当する法人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和元年（平成３１年）以前から売上高が

あり、今後も事業を継続する意思があること。 

（３） 令和２年中に法人化したものであること。 

（４） 令和２年１月から申請日の属する月の前月

までに、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、前年同月の法人化する前の事業者の売上高と

比較して、売上高が３０％以上５０％未満減少し

た月が存在し、かつ、申請日までに売上高が５

０％以上減少した月がないこと。 

（５） 新規創業事業者応援給付金の給付を受けて

いないこと。 

（６） 申請日において市税に滞納がないこと。 

次に掲げる書類 

（１） 履歴事項全部証明書の写し 

（２） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（３） 令和元年（平成３１年）の全

ての月間売上高等が確認できる書類 

（４） 法人名義の振込先口座の通帳

の写し 

（５） 次に掲げるいずれかの書類 

ア 法人税法（昭和４０年法律第３

４号）第１４８条に定める法人設

立届出書の写し（法人設立届出書

の「設立の形態」欄において、

「１ 個人企業を法人組織とした

法人である場合」を選択してお

り、整理番号に個人の確定申告の

番号を記載しているものに限

る。） 

イ 所得税法（昭和４０年法律第３

３号）第２２９条に定める個人事

業の開業・廃業等届出書の写し

（「廃業の事由が法人の設立にと

もなうものである場合」欄に記載

があり、その法人名及び代表者名

が申請内容と一致しているものに



限る。） 

（６） その他市長が必要と認める書  

類 

特例５対

象法人 

次に掲げる要件のいずれにも該当する法人 

（１） 法人税法第２条第６号に規定する公益法人

等（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７

号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人

を含む。）であること。 

（２） 令和元年（平成３１年）以前から収入（寄

附金、補助金、助成金、金利等による収入又は国

及び地方公共団体からの受託事業等の法人の事業

活動によって得られた収入（株式会社等で営業外

収益にあたる金額を除く。）とする。）があり、

今後も事業を継続する意思があること。 

（３） 令和２年１月から申請日の属する月の前月

までに、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、前年同月比で収入が３０％以上５０％未満減

少した月（月ごとの収入がわからないときは、前

年の年間の収入の月平均と比較して、収入が３

０％以上５０％未満減少した月）が存在し、か

つ、申請日までに収入が５０％以上減少した月が

ないこと。 

（４） 新規創業事業者応援給付金の給付を受けて

いないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

次に掲げる書類 

（１） 履歴事項全部証明書の写し又

は公益法人等の設立について公的機

関に許可等されていることがわかる

書類 

（２） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間の収入が確認できる書

類 

（３） 令和元年（平成３１年）の全

ての月間の収入が確認できる書類又

は令和元年（平成３１年）の年間の

収入が確認できる書類 

（４） 法人名義の振込先口座の通帳

の写し 

（５） その他市長が必要と認める書

類 

備考 中小企業等の法人名が変更された場合（売上高が減少した月の属する事業年度に合併により法人名が



変更された場合を除く。）には、法人番号に変更がないときは同一の法人とみなし、法人番号に変更がある

ときは別の法人とみなす。 

 

別表第２（第２条、第５条関係） 

対象者 要件 申請時の添付書類 

一般対象

者 

次に掲げる要件のいずれにも該当する個人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和元年（平成３１年）以前から売上高

があり、今後も事業を継続する意思があるこ

と。 

（３） 令和２年１月から申請日の属する月の前

月までに、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、前年同月比で売上高が３０％以上５０％

未満減少した月（月ごとの売上高がわからない

ときは、前年の年間の売上高の月平均と比較し

て、売上高が３０％以上５０％未満減少した

月）が存在し、かつ、申請日までに売上高が５

０％以上減少した月がないこと。 

（４） 新規創業事業者応援給付金の給付を受け

ていないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

次に掲げる書類 

（１） 市内に事務所又は事業所があ

ることがわかる書類 

（２） 申請者本人名義の振込先口座

が確認できる書類 

（３） 直近の確定申告書Ｂ第一表の

写し 

（４） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月の売上高が確認できる書

類 

（５） 令和元年（平成３１年）の全

ての月の売上高が確認できる書類 

（６） その他市長が必要と認める書

類 

特例１対

象者 

次に掲げる要件のいずれにも該当する個人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和元年（平成３１年）中に開業（事業

の承継も含む。以下「開業等」という。）した

次に掲げる書類 

（１） 市内に事務所又は事業所があ

ることがわかる書類 

（２） 申請者本人名義の振込先口座



者で、今後も事業を継続する意思があること。 

（３） 令和２年１月から申請日の属する月の前

月までに、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、令和元年（平成３１年）の月平均（開業

等をした日の属する月を１か月とみなして計算

した平均とする。）の売上高と比較して、売上

高が３０％以上５０％未満減少した月が存在

し、かつ、申請日までに売上高が５０％以上減

少した月がないこと。 

（４） 新規創業事業者応援給付金の給付を受け

ていないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

が確認できる書類 

（３） 直近の確定申告書Ｂ第一表の

写し 

（４） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（５） 開業等をした日以後の令和元

年（平成３１年）の全ての月間売上

高等が確認できる書類 

（６） 振込先口座の通帳の写し 

（７） 次に掲げるいずれかの書類 

ア 所得税法第２２９条に規定する

開業・廃業等届出書の写し（開業

等をした日が令和元年（平成３１

年）中で、当該届出書の提出日が

令和２年４月１日以前であるもの

に限る。） 

イ 埼玉県税条例施行規則（昭和２

５年埼玉県規則第４１号）第４４

条に規定する事業開業・休業・廃

業報告書の写し (開業等をした日

が令和元年（平成３１年）中で、

当該報告書の提出日が令和２年４

月１日以前であるものに限る。） 

ウ 開業等をした日、所在地、代表

者、業種及び書類提出日の記載の



ある書類（開業等をした日が令和

元年（平成３１年）中であるもの

に限る。） 

（８） その他市長が必要と認める書

類 

特例２対

象者 

次に掲げる要件のいずれにも該当する個人 

（１） 中小企業等であること。 

（２） 令和２年中に事業の承継を受けた個人で

あり、今後も事業を継続する意思があること。 

（３） 令和２年１月から申請日の属する月の前

月までに、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、前年同月の承継前の事業者の売上高と比

較して、売上高が３０％以上５０％未満減少し

た月（月ごとの売上高がわからないときは、前

年の年間の売上高の月平均と比較して、売上高

が３０％以上５０％未満減少した月）が存在

し、かつ、申請日までに売上高が５０％以上減

少した月がないこと。 

（４） 新規創業事業者応援給付金の給付を受け

ていないこと。 

（５） 申請日において市税に滞納がないこと。 

次に掲げる書類 

（１） 直近の確定申告書Ｂ第一表の

写し（事業の承継を行った者の名義

によるものに限る。） 

（２） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（３） 令和元年（平成３１年）の全

ての月間売上高等が確認できる書類 

（４） 振込先口座の通帳の写し 

（５） 所得税法第２２９条に規定す

る開業・廃業等届出書の写し （「届

出の区分」欄において「開業」を選

択しており、事業の承継を行った者

の住所及び氏名が明記されているも

のに限る。） 

（６） その他市長が必要と認める書

類 

特例３対

象者 

次に掲げる要件のいずれにも該当する個人 

（１） 中小企業等であること。 

次に掲げる書類 

（１） 直近の確定申告書Ｂ第一表の



（２） 令和元年（平成３１年）以前から売上高

があり、今後も事業を継続する意思があるこ

と。 

（３） 平成３０年又は令和元年（平成３１年）

に発生した災害の影響により売上高が減少して

いること。 

（４） 令和２年１月から申請日の属する月の前

月までに、罹災した年の前年の同月と比較し

て、新型コロナウイルス感染症の影響により売

上高が３０％以上５０％未満減少した月（月ご

との売上高がわからないときは、罹災した年の

前年の年間の売上高の月平均と比較して、売上

高が３０％以上５０％未満減少した月）が存在

し、かつ、申請日までに売上高が５０％以上減

少した月がないこと。 

（５） 新規創業事業者応援給付金の給付を受け

ていないこと。 

（６） 申請日において市税に滞納がないこと。 

写し 

（２） 市内に事務所又は事業所があ

ることがわかる書類 

（３） 令和２年１月から申請日まで

の全ての月間売上高等が確認できる

書類 

（４） 罹災した年の前年の全ての月

間売上高等が確認できる書類 

（５） 振込先口座の通帳の写し 

（６） 罹災証明書等の写し（罹災し

た日が平成３０年１月から令和元年

１２月までの間であるものに限

る。） 

（７） その他市長が必要と認める書

類 

 

 


